
河川事業

事業名

                     ※　（　　）欄に残事業費、全体事業費の別を記入すること。

評価年度 R1

 ※　評価の種類(新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）の別を記入すること。

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 1 26,940.5

本工事費 式 1 26,940.5

水質浄化施設 箇所 1 1,428.0 天野川浄化

遠隔操作装置 式 1 150.0

魚道等整備 基 43 1,720.0 魚ののぼりやすい川づくり

ワンド造成 km 9 8,863.0 淀川ワンド再生

干潟造成 km 10 2,800.0 〃

たまり再生 km 37 3,300.0 〃

高水敷切下げ m2 140,000 3,130.1 鵜殿ヨシ原保全

配水 式 1 1,032.6 〃

魚道整備、瀬淵再生、ヨシ帯整
備

式 1 580.5 野洲川自然再生

レキ河原・水陸移行帯の再生 m2 71,600 212.5 猪名川自然再生

魚道整備 箇所 6 30.0 〃

水辺整備 箇所 1 614.6 和束町木津川かわまちづくり

階段護岸 ｍ2 2,400 150.0 名張かわまちづくり

管理用通路 ｍ 1,060 50.0 〃

坂路 箇所 3 60.0 〃

緩傾斜護岸 式 1 111.0 野洲川中州地区かわまちづくり

管理用通路 式 1 2,027.5 瀬田川かわまちづくり

護岸 ｍ 160 180.0 東高瀬川環境整備

河床切り下げ ㎡ 30,000 183.6 木津川水辺プラザ

水制工 基 5 54.1 〃

護岸 ｍ 560 161.0 〃

護岸 ｍ 20 14.0 笠置地区水辺の楽校

管理用階段 箇所 2 19.0 〃

管理用通路 ｍ 300 20.0 〃

坂路 箇所 2 4.0 三本松地区水辺の楽校

管理用階段 箇所 2 6.0 〃

管理用通路 ｍ 200 4.0 〃

高水敷整生 ㎡ 2,000 5.0 〃

管理用通路 ｍ 390 5.0 南山城村地区かわまちづくり

坂路 箇所 2 11.0 〃

管理用階段 箇所 1 5.0 〃

高水敷整生 ㎡ 10,000 9.0 〃

附帯工事費 0.0

用地費及補償費 式 1 50.1

用地費 式 1 50.1

補償費 式 1 0.0

間接経費 式 1 11,815.3

工事諸費 式 1 4,167.1

事業費　計 式 1 42,973.0

維持管理費 式 1 2,338.9

※１　事業費については、事業の執行状況を踏まえて再評価ごとに適宜見直すこと。

※４　備考欄に、一式計上している工種の内容等を記載すること。

事業費の内訳書

淀川総合水系環境整備事業 （全体事業費）

※２　「工種」及び「金額」については、原則、治水経済調査マニュアル（案）に準拠して記載すること。

※３　上記によらないものについては、過去の類似の実績等に基づき記載すること。

再評価



河川事業

事業名

                     ※　（　　）欄に残事業費、全体事業費の別を記入すること。

評価年度 R1

 ※　評価の種類(新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）の別を記入すること。

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 1 16,462.2

本工事費 式 1 16,462.2

魚道等整備 基 38 1,613.0 魚ののぼりやすい川づくり

ワンド造成 km 5 5,148.3 淀川ワンド再生

干潟造成 km 10 2,800.0 〃

たまり再生 km 36 3,290.0 〃

高水敷切下げ m2 49,848 1,842.5 鵜殿ヨシ原保全

配水 式 1 653.3 〃

瀬淵再生 式 1 206.0 野洲川自然再生

レキ河原・水陸移行帯の再生m2 30,800 34.5 猪名川自然再生

魚道整備 箇所 0 0.0 〃

水辺整備 箇所 1 614.6 和束町木津川かわまちづくり

階段護岸 ｍ2 2,400 150.0 名張かわまちづくり

管理用通路 ｍ 1,060 50.0 〃

坂路 箇所 3 60.0 〃

附帯工事費 0.0

用地費及補償費 式 1 50.1

用地費 式 1 50.1

補償費 式 1 0.0

間接経費 式 1 3,759.2

工事諸費 式 1 1,411.6

事業費　計 式 1 21,683.2

維持管理費 式 1 341.1

※１　事業費については、事業の執行状況を踏まえて再評価ごとに適宜見直すこと。

※４　備考欄に、一式計上している工種の内容等を記載すること。

事業費の内訳書

淀川総合水系環境整備事業 （残事業費）

再評価

※２　「工種」及び「金額」については、原則、治水経済調査マニュアル（案）に準拠して記載すること。

※３　上記によらないものについては、過去の類似の実績等に基づき記載すること。


